
Jslis20080329 大学図書館における館員数の変化と課題 

 

長谷川豊祐(慶應義塾大学大学院) 

toyohiro@mub.biglobe.ne.jp 

 

抄録：大学図書館は，予算・人員の縮小を迫られる一方で，サービスの拡大・多様

化を求められている。本研究では，個々の図書館の 1996 年と 2006 年の館員数を比

較することによって，今後の業務やサービス展開における人的資源管理の基礎デー

タとして，館員数の増減の実態を分析した。1)アウトソーシングなどによる館員数

の確保，2)館種による変化の傾向の差，3)専任と総数の増減を組み合わせた変化の

パターン，の 3 点が明らかになった。 

 

1. はじめに 

 大学図書館業務は，電子ジャーナルの提

供や書架スペースの狭隘化対策など，機能

的にも量的にも拡大を続けている。利用者

サービスに関しても，大学設置基準の改正

による授業カリキュラムの弾力化を反映し

た少人数ゼミや，多様な要求を持った学生

に対する図書館利用ガイダンスによる対応

など，質的・量的な拡大傾向にある。1) 

 高等教育の拡大期には，図書館も蔵書の

拡大やサービスおよび組織の多様化の面で

発展してきた。2)-3)近年の日本の高等教育

における学生数の縮小傾向は，経費節減の

ために館種や規模を問わず図書館運営で予

算・人員の縮小を迫る。一方では，高等教

育への貢献のためにサービスの拡大・多様

化を迫る。4) 

 業務やサービスの拡大に見合った専任の

図書館員数が確保されているのかどうかに

ついては，「日本の図書館」2006 年版のデ

ータを用いて，館員数の現状を分析した。

その結果，実際の館員数の充足率が 50％以

下の館が 4 割に達し，館員数を充足してい

ない多数の館の存在と,大学の種別，規模，

教育・研究機能，専任館員数による充足率

の格差の存在が明らかになった。5) 

 専任館員数の不足は，目録データ作成か

ら始まった図書館業務のアウトソーシング

によって充足されている。アウトソーシン

グは大学経費削減の一環としても推進され，

現在では図書館業務の多くがアウトソーシ

ングの対象となって，館員の種類は,専任，

非常勤，臨時，派遣，委託と多様化し，図

書館経営は複雑化している。 

 本研究では，個々の大学図書館における

1996 年の館員数と 2006 年の館員数を比較

することによって，今後の業務やサービス

展開における人的資源管理の基礎データと

して，館員数の増減の実態を明らかにする。 

 

2. 方法 

 「日本の図書館」1996 年版と 2006 年版

のデータ 6)を用いて，10 年間の大学図書館

における館員数の変化を比較した。10 年間

で大学の数は 576 大学から 744 大学まで 3

割(168 大学)も増加している。館員数の比

較を正確に行うために，両方の年に記載の

ある大学図書館を対象とした。1996 年版以

降の新設大学は除外し，合併した大学は数

字を合計して合併後の大学と比較した。両

年に統計を提出している 514 館の専任(兼

任は 0.5 人として総数に合算)，非専任(非

常勤，臨時，派遣)の職員数を分析対象とし

た。 

 

3. 全体としての館員数の変化 

3-1 専任，非専任，総数の変化 

 専任，非専任，総数の 10 年間の変化を，

館種別(第 1表)，規模別(第 2表)，機能別(第

3 表)に示す。(以下，網かけ部分を説明) 
 



 

 514 館全体の館員総数を第 1表でみると，

1996 年の 12,246 人から 2006 年の 12,389

人へ 143 人増加している。専任

と非専任の職員種別でその内訳

を み る と ， 専 任 が 2,191 人

(28.1％)減少しているものの，

非常勤が 438 人(26.6％)，派遣

が 2,055 人増加している。専任

の減少を非専任で補って総数に

変化はない。館種別では，国立

では非常勤が増加し，私立では

派遣が増加して，専任の減少を

補っている。 

 規模別(第 2表)と機能別(第 3

表)では，「規模：8 学部以上」

は専任が減少しているものの非

常勤の増加で総数を確保してい

る。総数が増加しているのは,

「規模別：5～7 学部」と「機能

別：博士号集約」で，専任の減

少以上に非専任が増加している。

一方で，総数が減少しているの

は，「規模別：単科大学」と「機

能別：専門大学」で，すべての

職員種別で減少している。 

 

3-2 個別館における増減の関係 

 総計ではなく個別館の専任と

館員総数の増減関係を詳細に分

析する。個別館の総数と専任の

変化で散布図を作成し，総数と

専任の変化が 100％以上か否か

で個々の館を 4 区分した。(第 1

図) 

 Ａは，専任減，総数増で，臨

時・派遣が専任減以上に増加し

ている。Ｂは，専任減，総数減

で，純粋に総数が減少している

館[Ｂ’]と，見かけ上は総数減で

あるが統計項目にない委託が増

加している館の 2 種類が混在し

ているが，見かけの総数減・委

託増が大半と考えられる。Ｄは

専任増であるものの，見かけ上の総数減で

館種別 総計 (人) 専従 兼務 非常勤 臨時職 派遣

国立 1996 3,549 2,354 180 690 415

(n=83) 2006 3,574 1,861 222 1,118 359 125

06/96 100.7% 79.1% 123.3% 162.0% 86.5%

公立 1996 692 378 72 184 94

(n=43) 2006 643 275 62 152 68 118

06/96 93.0% 72.8% 86.1% 82.5% 71.9%

私立 1996 8,005 5,062 664 773 1,838

(n=388) 2006 8,171 3,467 714 815 1,720 1,812

06/96 102.1% 68.5% 107.5% 105.5% 93.6%

全体 1996 12,246 7,794 916 1,647 2,347

(n=514) 2006 12,389 5,603 998 2,085 2,146 2,055

06/96 101.2% 71.9% 109.0% 126.6% 91.4%

06-96 143 -2,191 82 438 -201 2,055

第 1 表 館種別の館員数の変化 

規模別 総計 (人) 専従 兼務 非常勤 臨時職 派遣

8学部以上 1996 3,590 2,569 179 431 500

(n=36) 2006 3,908 1,724 241 816 656 592

06/96 108.9% 67.1% 134.6% 189.3% 131.3%

5～7学部 1996 2,480 1,691 163 240 467

(n=72) 2006 3,065 1,233 214 424 635 667

06/96 123.6% 72.9% 131.3% 176.5% 135.9%

2～4学部 1996 3,884 2,317 337 531 867

(n=238) 2006 3,669 1,750 349 581 562 601

06/96 94.5% 75.5% 103.6% 109.4% 64.8%

単科大学 1996 2,294 1,217 237 445 513

(n=168) 2006 1,747 896 194 265 294 195

06/96 76.2% 73.6% 81.9% 59.6% 57.2%

第 2 表 規模別の館員数の変化 

機能別 総計 (人) 専従 兼務 非常勤 臨時職 派遣

博士号多角 1996 3,034 2,156 137 430 379

(n=28) 2006 3,316 1,599 145 747 456 442

06/96 109.3% 74.2% 105.8% 173.7% 120.4%

博士号集約 1996 1,796 1,277 135 141 310

(n=38) 2006 2,195 795 205 358 521 419

06/96 122.3% 62.3% 151.9% 254.0% 168.0%

修士号Ⅰ 1996 1,587 1,009 122 281 236

(n=55) 2006 1,673 717 149 317 277 288

06/96 105.4% 71.1% 122.1% 112.7% 117.3%

修士号Ⅱ 1996 3,516 1,972 263 533 879

(n=177) 2006 3,168 1,446 227 415 533 660

06/96 90.1% 73.3% 86.3% 77.8% 60.6%

専門大学 1996 582 327 66 63 159

(n=40) 2006 447 256 50 65 71 30

06/96 76.8% 78.3% 75.8% 103.8% 44.4%

学士号 1996 1,733 1,053 193 199 384

(n=176) 2006 1,589 790 222 183 289 216

06/96 91.7% 75.0% 115.0% 92.1% 75.2%

第 3 表 機能別の館員数の変化



 

委託が増加しているＢと考えてよい。Ｃは

専任と総数の両方が増加している館である。 

 第 1 図の区分を 4 つの類型(Ａ型，Ｂ型，

Ｂ’型，Ｃ型)に分け，各々の特徴を把握する

ために，典型的な館を一つ事例として職員

種別の変化を第 2 図によって示した。総数

が純減しているＢ’型の館は，正確には識別

できなかったが，現状を把握できた館を事

例に加えた。事例とした館には，最近の状

況などの簡単な聞き取りを実施した。第 2

図には委託の概数を付加している。統計項

目としての委託人数の追加が望まれる。 

・Ａ型：専任減，非専任増 

・Ｂ型：専任・見かけ総数減，委託・総数増 

・Ｂ’型：専任・非専任・総数純減 

・Ｃ型：専任・総数増 

 Ａ型の事例では，直接の雇用関係にある

非専任職員(臨時，非常勤)と，非専任職員

と同様に業務内容の指示を出せる派遣が多

くなっている。Ｂ型の事例では，直接の雇

用関係にある非専任職員がＡ型よりも少な

く，派遣とは異なり業務をブロックとして

依頼できる業務委託にシフトしている。Ｂ’

型の事例では，専任が減少しているにも関

わらず，非専任や，派遣，委託が導入もさ

れていないため，館員数は純粋に減少して

いる。Ｃ型の事例は，学科増設に伴う専任

と非専任が 10 年前よりは増加しているが，

最近は減少傾向にある。 

 Ｂ’型を除き，全体として専任が非常勤，

派遣，委託に明らかにシフトしている。大

学の状況により非常勤，派遣，委託を使い

分けている状況もうかがえる。 

 

4. 変化の傾向と課題 

4-1 全体,館種別，個別の傾向 

 以下の 3 点が明らかになった。 

1)アウトソーシングによる館員数の確保 

 人員不足が喧伝されているが，大学図書

館全体の人数自体は，非専任職員や業務の

外部化（アウトソーシング）によって確保

されている館が多い。一方で，純粋に館員

数が減少している館も存在する。 

 

第 2 図 4 つの類型 
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2)館種による変化の傾向 

 国立と公立では，専任の減少が非専任の

増加で補充されている。アウトソーシング

は私立ほど導入されていない状況が明らか

であるが，派遣も導入されており，今後は

非常勤から派遣，委託への方針変更が考え

られる。 

 私立では，専任が減少しアウトソーシン

グとしての派遣，委託が進行している。私

立全体では，委託を含まない館員総数

8,171 人に占める専任は 3,467 人(42.4％)

と 半 分 以 下 で あ る 。 派 遣 は 1,812 人

(22.2％)と 5 分の 1 を超えている。専任の

割合は，統計データがとられていない業務

委託を合算するともっと低くなるはずであ

る。国立は，総館員数 3,574 人のうち専任

は 1,861 人(52.1％)で,私立よりは高い比

率となっている。 

3)変化のパターン 

 個別館においては，専任と総数の増減を

組み合わせた変化によって 4 つの類型に類

別できた。 

 専任・総数増の区分では，学生数の増加

している大学が多い。学生増の大学と館員

の増減傾向の関係をみるなど，他の項目と

のクロス分析は次の課題となる。 

 

4-2 研修，育成，採用 

 人数確保はしたものの研修と育成の必要

性が大きくなっている。アウトソーシング

による量の充足の後は，質の確保が必要と

の意識が大きい。7)-8)一方で，研修への参

加状況は人数的には大きく落ち込んでいる

ケースもある。私立大学の例では，私立大

学図書館協会東地区研究部の分科会活動で

1980 年前半の登録人数 400 名をピークに

2006 年は 100 名に低下している。9) 

 人数が落ち込んでいる理由はいくつか考

えられる。専任の人数が少なくなり現場の

仕事が優先されて研修に費やす時間の確保

が困難になっている現状，研修方法と図書

館運営サイクルがかみあっていない可能性，

従来の短期研修ではない長期の実地研修の

要求などもある。 

 大学内の異動による人員の質的維持への

懸念もある。研修などの人材育成にコスト

をかけるよりも中途採用で人材を確保する

動きも盛んになっている。これもひとつの

方法である。 

 館員数の変化のパターンは館種によって

も異なり,個別館の事情によっても異なる。

4 つの類型のように館員の雇用形態や人員

構成は複雑化している。今後の高等教育の

厳しい経営状況を反映した予算・人員縮小

を前提として，図書館サービスの拡大・多

様化を実現するには，各大学の状況に合わ

せて，人や組織を資源と捉えた管理を考え

る必要がある。人的資源管理に関わる調査

は今後の重要な調査課題となる。 
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